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居宅介護支援契約重要事項説明書 

令和７年４月１日現在                                                   

１  担当する介護支援専門員 

担当者               

連絡先 078－998－2051 

 

2  事業所の概要 

事業所名 ケアプランセンターおしべ 

所在地 神戸市西区押部谷町栄 193 番地の 4 

連絡先 

 

緊急時の連絡先 

TEL 078－998－2051 

FAX 078－998－2052 

TEL 078－998－2051 

管理者 山内 佐智子 

営業日 平日（土曜、休祝日、12 月 30 日～1 月 3 日は休み） 

営業時間 午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分まで 

サービス提供実施地域 西区 

※上記の営業日・営業時間のほか、電話等により 24 時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

3  当事業所の法人概要 

法人名 医療法人社団 和敬会 

所在地 三木市大塚 1 丁目 5 番 89 号 

連絡先（代表） TEL 0794－70－8301 

FAX 0794－70－8832 

法人種別 医療法人 

代表者 理事長 足立 憲昭 

法人の行う他の業務 病院・訪問看護・訪問リハビリ・居宅療養管理指導 

訪問介護・通所リハビリ・地域密着型通所介護 

地域包括支援センター・居宅介護支援 

サービス付き高齢者向け住宅 

 

4  当事業所の従業員 

職種 人員数 

主任介護支援専門員(主任ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ) ６名 

介護支援専門員(ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ) ０名 

事務員（その他） 1 名 
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5  業務の目的・運営方針 

事業の目的 在宅の利用者やその家族に対し、介護に関する総合的な相談に応じるとと

もに、可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、利用者の意思及び人格を尊重し、介護ニーズに対

応した各種の保健、福祉、インフォーマルサービスが総合的に受けられる

よう、関係行政機関、サービス実施機関との連絡調整などの便宜を図って、

利用者とその家族の福祉の向上を図ることを目的とする。 

運営方針 ・介護保険法令の遵守 

・公平中立な居宅介護支援の提供 

  * 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めるこ

とができる。 

  * 利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等

の選定理由の説明を求めることができる。 

 * 事業所は前 6 か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所

介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合及

び各サービスの、同一事業者によって提供されたものの割合を利用

者に説明を行うとともに、介護サービス情報公表制度において公表

を行う。 

・利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう居宅サービス計画の作成を行う等 
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6 提供する居宅介護支援サービスの内容 

契約書本文第 4条～第 7条に定める利用者に提供するサービスの内容は次のとおりです。 

内 容 提 供 方 法 保険適用 

居宅サービス

計画の作成 

（契約書本文第 4 条） 

1  利用者のお宅を訪問し、利用者や家族に面接して情報を収

集し、解決すべき問題を把握し、課題分析の実施を行います。 

2  自宅周辺地域における居宅サービス事業者やインフォーマ

ルサービス事業者が実施しているサービスの内容、利用料等

の情報を適正に利用者や家族に提供し、利用者にサービスの

選択を求めます。 

3   提供するサービスが目指す目標、目標の達成時期、サービ

スを提供するうえでの留意点などを盛り込んだ居宅サービ

ス計画の原案を作成します。 

4  居宅サービス計画の原案に位置付けた指定サービス等につ

いて、保険給付の対象となるサービスと対象とならないサー

ビス（自己負担）を区分して、それぞれ種類、内容、利用料

等を利用者やその家族に説明し同意を得て交付します。 

5  居宅サービス計画の原案は、利用者やその家族と協議した

うえで、必要があれば変更を行い利用者から文書による同意

を得ます。 

○ 

居宅サービス

事業者等との

連絡調整・便

宜の提供 

（契約書本文第 4 条） 

1  居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよ

う居宅サービス事業者等との連絡調整を行います。 

2  利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望した場合に

は、利用者に介護保険施設の紹介その他の支援を行います。 

○ 

サービス実施

状況の把握・ 

居宅サービス

計画等の評価 

（契約書本文第 4 条） 

1  利用者及びその家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状

況の把握に努めます。 

2  利用者の状態について定期的に評価を行い、利用者の申し

出により又は状態の変化等に応じて居宅サービス計画の変

更等を行います。 

○ 

給付管理 

（契約書本文第 4 条） 

居宅サービス計画の作成後、その内容に基づいてサービス

利用票・提供票による給付管理を行うとともに、毎月給付管

理票を作成し、兵庫県国民健康保険団体連合会に提出しま

す。 

○ 

相談・説明 

（契約書本文第 4 条） 

介護保険や介護に関することは、幅広くご相談に応じます。 
○ 
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医 療 と の 連

携・主治医へ

の連絡 

（契約書本文第 4 条・ 

別紙） 

居宅サービス計画の作成時（又は変更時）やサービスの利用

時に必要な場合は、利用者の同意を得たうえで、関連する医

療機関や利用者の主治医との連携を図ります。 

指定居宅介護支援事業者と入院先医療機関との早期からの連携を促進する観

点から、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門

員の氏名及び連絡先を入院先にお伝え下さい。 

○ 

財産管理・権

利擁護等への

対応 

（契約書本文第 4 条・

別紙） 

利用者がサービスを利用する際に、その所有する財産の管理

や権利擁護について問題が発生し、第三者の援助が必要な場

合には、利用者の依頼に基づいて関係機関への連絡を行いま

す。 

－ 

居宅サービス

計画の変更 

（契約書本文第 5 条） 

利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、又は当事

業所が居宅サービスの変更が必要と判断した場合には、利用

者の意見を尊重して、合意のうえ、居宅サービスの変更を行

います。 

○ 

要介護認定等

にかかる申請

の援助 

（契約書本文第 6 条） 

1  利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申請に必要な協力

を行います。 

2  利用者の要介護認定有効期間満了の 60 日前には、要介護認

定の更新申請に必要な協力を行います。 

○ 

 

 
訪問回数の目安 

介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し状況の把握等を行います。

（ 概ね 1 か月あたり 1 回程度 ） 
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7  料金（サービスの利用料及びその他の費用） 

（サービスの利用料） 

居宅介護支援（居宅サービス計画の作成・変更、事業者との連絡調整、相談説明等）につい

ては、原則として利用者の負担はございません。 

※ 介護保険適用の場合でも、利用者に保険料の滞納等がある場合には、一旦 1 か月あたりに

ついて、下記の料金を頂き、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。 

       

居宅介護支援費Ⅰ（要介護１・２） 11,772 円 

居宅介護支援費Ⅰ（要介護３・４・５） 15,295 円 

初回加算  ＊ 3,252 円 

特定事業所加算（Ⅱ） ＊ 4,563 円 

＊ 初回加算：新規に居宅サービス計画を策定した場合に算定されます。 

     ＊ 特定事業所加算(Ⅱ)：内容につきましては付属別紙２ 「特定事業所加算(Ⅱ）       

について」 をご参照下さい。 

 

以下の料金は、利用者の状態や状況に応じて算定されます。 

     通院時情報連携加算 542 円 

入院時情報連携加算Ⅰ 2,710 円 

入院時情報連携加算Ⅱ 2,168 円 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 4,878 円 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 6,504 円 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 6,504 円 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 8,130 円 

退院・退所加算（Ⅲ） 9,756 円 

ターミナルケアマネジメント加算 4,336 円 

緊急時居宅カンファレンス加算 2,168 円 

（サービス提供証明書を市町村の担当窓口に提出しますと、後日払戻しとなる場合がありま

す。また、滞納期間によっては全額が利用者のご負担となる場合もあります。） 
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（その他の費用） 

内 容 金 額 説 明 支払方法 

交通費（実費） 実費相当分 サービス提供実施地域以外の地域

に訪問出張する場合には、実費相当

の交通費が必要となります。 

 

 

利用の都度

請求させて

いただきま

す。 

お支払いに

ついては、そ

の月の月末

までにお願

いします。 

本契約の解約料 5,000 円 契約書本文第 9 条第 1 項但書の解

約の申出により直ちにこの契約を

解約する場合には、原則として解約

料が必要となります。 

申請代行料 無料 要介護認定等の申請代行にかかる

費用については無料です。 

サービス提供実施

記録コピー等代金 

コピー料金 

（1 枚あたり） 

10 円 

サービス提供の実施記録を利用者

に交付する場合にコピー料金等の

実費負担が必要となります。 

施設入所申込みに

かかる郵送費等代

金 

実費相当分 施設申込みに必要な書類等を郵送

する場合に、郵送料金等の実費負担

が必要となります。 

 

8  契約の終了と自動更新について 

契約の有効期間については、要介護認定の有効期間の満了日でいったん終了することとなり

ます。ただし、有効期間の満了 7 日前までに、利用者から契約を終了する旨の申し出がない場

合には、この契約は次の要介護認定の有効期間まで、自動的に更新されます。 

 

9  契約期間途中での解約の場合 

この契約は、契約期間中であっても、利用者の方から解約を希望する 7 日前までにお申し出

いただければ解約することができます。この場合、解約料のお支払いは必要ありません。 

ただし、ただちに解約を希望される場合には、解約料をいただく場合があります。 

※  利用者において緊急入院等の正当な理由がある場合には、解約料は必要ありません。 

※  解約の場合は、次の事業者への引継ぎなど、利用者が保険やサービスを滞りなく利用

していただくための手続きが必要ですので、次の事業者との契約開始日はご相談下さ

い。 
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10  個人情報の保護 

当事業所は、利用者にサービスを提供するうえで知り得た情報は、契約期間中はもとより、

契約終了後においても、決して第三者に漏らすことはありません。 

また、利用者やその家族に関する個人情報が含まれる記録物に関しては、善良な管理者の注

意をもって管理を行い、処分の際にも漏洩の防止に努めます。 

 

ただし、当事業所がサービスを提供する際に利用者や家族に関して知り得た情報について

は、サービス担当者会議などでサービスの利用調整、契約終了引継ぎ等紹介を事業所に行う際

に必要となります。 

このため、その利用には利用者の同意が必要となりますので、別紙の同意書に記名・押印い

ただくことになります。 

 

１１ 人権の尊重 

当事業所は、当該事業を利用する利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に 

立った介護保険サービスを提供します。 

 

12 暴力団の影響の排除 

当事業所は、反社会的勢力と関係は持ちません。契約締結後に契約の相手方が反社会的勢力 

と判明した時は、契約を解消します。 

 

13 サービス提供中における事故発生時の対応 

（1）緊急時における確認事項 

① あらかじめご指定いただいた連絡先に連絡いたします。 

② 緊急の搬送が必要と判断した場合は、ご家族等への連絡が後になってしまうこともあ

ります。 

 

（2）市町村、家族等への連絡方法 

書面又は、訪問・電話により連絡させていただきます。 

 

（3）当事業所の再発防止策等 

① 定期的に事故防止研修を実施しています。 

② 苦情相談窓口を設置し、速やかに対応していきます。 
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１４ 損害賠償について 

当事業所が利用者に対して賠償すべきことが起こった場合は、契約書本文第 11 条に基づき、

当事業所は金銭等により賠償をいたします。 

当事業所は以下の内容で損害賠償保険に加入しています。 

 

○加入保険名       専門事業者賠償責任保険 

○保険の内容       居宅介護支援事業者賠償責任 

居宅サービス事業者賠償責任 

○賠償できる事項     対人対物賠償（業務遂行中、業務遂行後） 

純粋経済損失（ケアプラン作成ミス等による経済負担） 

 

１５ サービスの苦情相談窓口 

当事業所は、提供したサービスに苦情がある場合、又は作成した居宅サービス計画に基づい

て提供された居宅サービスに関する苦情の申し立てや相談があった場合には、速やかに対応を

行います。 

サービス提供に関して苦情や相談がある場合には、下記までご連絡ください。 

○当事業所の苦情相談窓口  ケアプランセンターおしべ 

担当者    

管理者      ：山内 佐智子 

統括部長         ：徳重 晋作 

 

連絡先   078－998－2051 

FAX    078－998－2052 

緊急連絡先 078－998－2051 

○介護保険の苦情や相談に関しては他に、下記の相談窓口があります。 

（介護保険サービスに関すること） 

神戸市福祉局 監査指導部     連絡先  078－322－6326 

                 受付時間（平日）午前 8 時 45 分～午後 12 時 00 分 

                         午後 1 時 00 分～午後 5 時 30 分 

要介護施設従事者等による高齢者虐待通報専用電話 

監査指導部内          連絡先  078－322－6774 

                受付時間（平日）午前 8 時 45 分～午後 12 時 00 分 

                        午後 1 時 00 分～午後 5 時 30 分 

（介護保険サービスに関すること） 

兵庫県国民健康保険団体連合会   連絡先  078－332－5617 

                 受付時間（平日）午前 8 時 45 分～午後 5 時 15 分 

                        

（サービスの質や契約に関すること） 

神戸市消費生活センター      連絡先  078－371－1221 

                 受付時間（平日）午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 
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１６ 虐待の防止に関する事項 

当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生またはその再発を防止するため次のとお   

 り必要な措置を行います。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて従事者に周知徹底を行います。 

（２） 虐待防止のために指針を整備します。 

（３） 虐待を防止するための従事者に対する定期的な研修を実施します。 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者は管理者とします。 

（５） その他虐待防止のために必要な措置 

  事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に

養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、地域包括支援センター

や行政窓口に速やかに相談通報を行います。 

 

１７ 身体拘束等の適正化 

当事業所は、利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束

を行いません。もし身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を関係者間で話し合い記録します。 

 

１８ ハラスメント対応 

当事業者は、適正なサービス提供を確保する観点から、職場においてのハラスメント対策を 

行い、従業員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を 

行います。 

 

１９ 衛生管理及び従事者の健康管理等 

当事業所は、感染症の予防及び蔓延防止のための対策を検討する委員会を開催するとともに 

その結果について従業員に周知徹底を図り、衛生管理について十分留意します。 

  当事業所は、従業員に対し感染症などに関する基礎知識の習得に努めるとともに、年１回以 

上の健康診断を受診させます。 

 

２０ 業務継続計画の策定等 

当事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する居宅介護支援の提供を継 

続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を

策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

当事業所は、従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練 

を定期的に行います。 

当事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

います。 
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２１ 要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項の説明 

付属別紙１のとおり 

 

２２ 当事業所のケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利

用状況の説明 

付属別紙３のとおり 

 

 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面（及び付属別紙）に基づいて重要

事項の説明を行いました。 

 

令和  年  月  日  

 

説明場所：        

説明時間：        

               

事業者  所在地  神戸市西区押部谷町栄 193 番地の 4   

                        医療法人社団 和敬会 

名 称  ケアプランセンターおしべ     印 

 

                説明者  氏 名                    印 

 

 

私は、本書面（及び付属別紙）により事業者から重要事項の説明を受け、同意いたします。 

 

               利用者  住 所                     

                      

氏  名                      印 

 

上記代理人（代理人を選定した場合） 住 所                          

                    

氏  名                    印 
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（付属別紙１） 

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する 

重要事項説明書 

 

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保

険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成により

サービス提供を行う際の説明を行います。 

 

1 提供する居宅介護支援サービスについて 

・利用者が要介護認定までに、居宅サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結

の日から 7 日以内に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供

のための支援を行います。 

 

・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過

剰な居宅サービスを位置付けることのないよう配慮しながら計画の作成に努めます。 

 

・作成した居宅サービス計画については、要介護認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な

見直しを行います。 

2 要介護認定後の契約の継続について 

・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。 

このとき、利用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申入れがあった場合に

は、契約は終了し、解約料はいただきません。 

 

・また、利用者から解約の申入れがない場合には、契約は継続しますが、契約書別紙 2 に定

める内容については終了することとなります。 

3 要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合の利用料について 

要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、3,000 円の利用料をいただきます。 

4 注意事項 

要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。 

 

（1） 要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、要介護認定前に提供された居

宅サービスに関する利用料は、原則的に利用者にご負担いただくこととなります。 

 

（2） 要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額 

を上回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。 

この場合、保険給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担い 

ただくこととなります。 
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（付属別紙２）  

特定事業所加算(Ⅱ)について 

 当事業所は下記の要件を満たし特定事業所加算（Ⅱ）を算定しています。 

 

１ 趣旨 

  特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人材の確

保、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所

のケアマネジメントの質の向上に資することを目的とするものである。 

２ 基本的取扱方針 

  この特定事業所加算制度の対象となる事業所については、 

（1）公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること。 

（2）常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケー

スでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所である

こと 

  が必要となる。 

３ 厚生労働大臣の定める基準 

（1）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。 

（2）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を３名以上配置していること。 

（3）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を

定期的に開催すること。 

（4）24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保している

こと。 

（5）当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施しているこ

と。 

（6）地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な

事例に係る者に指定居宅介護支援を提供していること。 

（7）家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢   

者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること。 

（8）居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

（9）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介

護支援事業所の介護支援専門員 1 人当たり 45 名未満であること。 

(10) 介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力

又は協力体制を確保していること。 

(11) 他の法人が運営する居宅介護支援事業者と共同で事例検討会・研修会等を実施していること。 

(12) 必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービス含む）

が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること。 
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（付属別紙３）  

当事業所のケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の利用状況 

 

  当事業所の前 6 か月間（令和６年９月 1 日～令和７年２月２８日）に作成したケアプランにお

ける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用割合及び各サービスの同一

事業者によって提供されたものの割合は以下の通りです。 

 

① 訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用割合 

訪問介護         22.9％ 

通所介護         41.3％ 

地域密着型通所介護     8.4％ 

福祉用具貸与       61.5％ 

② 訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの同一事業者によって

提供されたものの割合 

訪問介護 

株式会社ファーストメディカル 

・ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝ西神戸玉津営業所 

46.3% 

株式会社 TOWA 

・アンズケアサービス 

          

16.1% 

株式会社やさしい手広野高原 

・やさしい手広野高原 

15.3% 

通所介護 

有限会社フェニックス 

・ﾌｪﾆｯｸｽﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ西神 

16.2% 

株式会社ツクイ 

・ツクイ神戸秋葉台デイサー

ビス 

          

14.8% 

株式会社 Pomme 

・デイサービスセンターりんご 

14.2% 

地域密着型通所介護 

株式会社叶 

・叶乃湯別館 健康館 

・叶乃湯 

          59.1% 

株式会社オフィス西神 

・西神ﾘﾊﾋﾞﾘﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

 

          16.1% 

合同会社ナゴミック 

・デイサービスなごみの家 

 

                 9.7% 

福祉用具貸与 

株式会社ビジョン 

・ﾀﾞｽｷﾝﾍﾙｽﾚﾝﾄ舞子ｽﾃｰｼｮﾝ 

          

34.7% 

株式会社ひまわり 

・介護ショップひまわり西神戸店 

 

17.1% 

株式会社安上工務店 

・セカンドライフ西神

戸支店 

       13.8% 

 


